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1. はじめに
日本の巨額な貿易黒字が現在問題となっているが，統計的には 2国間の貿易
額は必ずしも正確とは限らない，すなわち輸出国側と輸入国側で貿易額の数値
が大きく異なることがあるという問題が，戦後一貫して報告されてきた。たと
えば，アメリカが日本に輸出したと報告している額と， 日本がアメリカから輸
入したと報告している額とが，通貨換算の問題を抜きにしても大幅に異なるこ
とがある。 これがいわゆる MirrorStatistics Puzzle (MSP)と言われてい
る問題である。 もちろん輸出は fob価格， 輸入はそれに国際運賃・保険を加
えた cif価格で評価されることが多いため，理論上は輸入額が輸出額を上回る
1)本稿は平成51¥.度科学研究費奨励研究(A)による研究成果の一部である。本稿作成の
ための資料収集にあたり，関西大学法学研究所からもご援助頂いた。さらに羽鳥教授
（本学商学部）には，国際経済論の観点から相談に乗っていただいた。記して感謝し
たい。
ー
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はずであるが，実際には輸出額が輸入額を超えることもしばしばである。たと
えばドイツのフランスヘの輸出額は，フランスのドイツからの輸入額を絶えず
上回っている。国境を接している両国であるにも関わらず，このような問題が
存在しているのである。そしてドイツ・フランス間だけではなく，比較的輸送
距離の近い他のEC諸国間にも， MSPはしばしば見られる。
アメリカを中心とした貿易統計については， 60~70年代からOECDや IMF
などの国際機関を中心にさまざまな考察が行われてきたが2), EC諸国につい
てはあまり詳細な検討は行われてこなかった。しかし最近，特に国際産業連関
表の作成との関連で， EC諸国でいくつかの注目すべき研究が出始めている3)0 
そこで本稿の課題は， EC諸国間にも存在している 2国間貿易統計の問題点
(MSP)を分析し， どの 2国間の貿易統計に誤差が多く見られるか， そしてそ
れは何故なのかを，定義に遡って検討することである。また， EC域内貿易を
捉える国際統計にもいくつかあるが，どのような違いがあるか，それはどうし
てなのかについても簡単に触れる。第2節ではまず， 4つの国際機関の統計に
よるEC域内貿易の誤差を横並びに比較する。またその誤差は，特定の年度だ
けのものであるかどうかを，時系列的に検討する。続いて第3節では，誤差が
発生する原因を一般的に考察してみる。そして第4節では，第2節で見たEC
域内の貿易統計の誤差を， EC各国の貿易統計の定義に遡りつつ検討する。ま
た第5節では， 個別財貨のレベルで MSPを検討する。本稿でとり上げるの
は，自動車及び事務・情報機器である。
2. EC域内貿易誤差の現状
本節では， EC域内の 2国間貿易統計にどのような誤差が存在しているか，
その現状をまず4つの国際機関の統計を比較しながら検証してみよう。 4つの
2) Morgenstern, 0. (1965)等が初期の研究にあたるだろう。
3)たとえば Leeuwen,E. H. (1987)や Boomsma(1991)を挙げることができる。
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国際機関とは，国連統計局 CUN),OECD, IMF, EC統計局である4>0 ECの
域内貿易を分析するにあたって，各人各様にこの4種類の貿易統計を用いてい
るが，この4種類は全く同じものと言えるだろうか。もともと各国統計局が報
告している貿易統計をベースとしているため，どれを見ても同じだろうという
先入観があるかもしれない。しかし実は本節で見るように，特にEC域内貿易
をみる場合には微妙な違いが存在している。
まず貿易誤差率を定義しておこう。貿易誤差率 d;,iは通常次のような式で
定義されることが多い5)。
d;,; = (IM;,;-EX』/IM;,; x 100(%) 
ただし， EX;,;; i国の報告している j国への輸出額
IM. 位； j国の報告している i国からの輸入額
もちろん輸出入ともに共通の通貨（たとえばus$)で評価されているものと
する。 IM.りは cif価格， EX;,;はfob価格で通常評価されるために， IM;,;は
国際運賃と保険を含んでおり，その分 EX;,;よりも大きくなる。 したがって
JM;,;-EX.,; は通常正の数値をとり，この定義式は他に誤差がなければ，輸入
額にしめる国際運賃と保険の割合を示しているとも読めるであろう。他に誤差
がなければ， IMFが想定しているように貿易誤差率は10%前後， 特にEC域
内に関してはさらに小さな正の数値となることが予想される。
この式によって， 4国際機関の貿易統計からEC域内 2国間貿易の誤差率を
計算したものが表 1である。表には， 行に記載の国から列に記載の国への輸
出，あるいは列に記載の国の行に記載の国からの輸入に関わる貿易誤差が， 4 
機関別に記されている 6)。対象年度は1989年である7)。 ）レクセンプルクの貿易
額については， 4機関ともに独立には示されず，ベルギーとともに報告されて
4)用いた統計は全て参考文献の中に挙げてある。
5) OECD (1985)や Leeuwen,E. H. (1987)等もすべてこの定義を用いている。
6)以下での表の読み方は，すべてこの方法を用いている。またEC諸国の配列について
は， EC統計局と同様に公式の順序を採った。
7)手元におけるUN資料の利用可能性から1989年となった。
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表1: 4国際機関の E C域内貿易
ペルギー・ル デンマーク ドイツ ギリシャ スペイン フフンス
＼ 
DECO ▲ 7 .5% OECD ▲ 3 .1% OECD 7 .21 OECD 49.4% OECO 417.8% 
ベルギー UN い .8%UN ▲ 2. 9% UN 7 .3% UN ▲ 8.5% UN Al7.9% 
ルクセンRルク IMFい.9% IMF▲ 1. 3% IMF 6.9% I.MF A7.3% IMF▲ 16. 6% 
EC 1.6% EC 9.1% EC 8.6% EC ▲ 8.6% EC 4. 7% 
OECD 9.9% 
＼ 
OECD 6.3% OECO .A.11.21 DECO 4.5% OECD 1.5% 
デンマーク UN 9. 9~ UN 6.8% UN &11.0l UN 5.0% UN 1.8% 
I MF 3.5~ IMF 1.2% IMFA!~.7l IMF▲ 0.6% I MF A6.3l 
EC ▲ 0. 7% EC 0.4% EC Al5.8l EC A5.0尻 EC &2.2l 
OECO A4 .1% DECO▲ 10.6% 
＼ 
OECD &6.Bl DECO A3.5災OECD▲ 21.5% 
ドイツ UN A4.3~ UN .6.10.1% UN .t.6.8% UN .&3.6% UN il.21.7% 
IMFい.8~ IMFAll.3尻 IMF△ 7 .6% IMF &3.6% I MF .t..21.8% 
EC 11.5.9! EC I. 7% EC A6.ll EC &5.6% EC .6.4.0l 
OECD 17. 0% OECO 6. 7% OECD 13. 6% 
＼ 
OECD 41. 5% OECD 16 .2% 
ギリシャ UN 26.5% UN 6. 9% UN 18.4% UN 44.1% UN 18.4% 
I MF 15.8% IMF 10.7% IMF 15.1% IMF 41.9% I MF 16.9% 
EC 15.4% EC .4.14.0% EC 9.9% EC 26. 7% EC 18.3% 
OECO 2.41 DECO 10. 4% DECO 7 .5% OECD ▲ 6.8% 
＼ 
OECD~0.2% 
スペイン UN .6 I. 5% UN 8. 7% UN 6.8% UN A 7 .2% UN い .6%
IMF 0. 7% IMF g .4% IMF 8.0% IMF▲ 6.6% I MF A0.6% 
EC 2 .o~ EC 〇.4%EC 4.0% EC A6.4り EC 2.31 
DECO ▲ 3 .2% OECD ▲ 2.6% DECO 13.8% OECD▲ 15. 7l OECD Ji.2.61 
＼ フランス UN ▲ 3.21 UN A2 • .J% UN 14.0% UN Ji..15.5% UN A2.7% IMF &4.5% IMF▲ I. 7% IMF 14.2% I MF .i.17.7% IMFい .4%EC A6.8l EC A!0.1% EC A0.3% EC▲ 21. 8~ EC .& 9.5% 
OECD 1,.3.0I OECD ▲ 9.3% OECD 1.8% OECD 8.5~ DECO 10 .6, OECD .6.24.6% 
7イルうント‘ UN .t.33.1% UN い .4%UN 1.9% UN 8.6悦 UN 10. 7% UN A.24. 7~ 
I MF .6.35. 3% IMF All.3% IMF 1.9% IMF 8. 7悦I MF 10.n I MF 424.9% 
EC -"34. 7% EC &52.3% EC 2.5% EC 8. 7% EC .6.9.0% EC 3 .3% 
DECO &8.8% OECD Ji.2.1% DECO. 0. 8% DECO ▲ 6.9% DECO 2.5% □ECO Jt.4.0% 
イタリア UN い .0%UN Ai.2.3% UN 0. 7% UN . 6.9% UN 7 .5% UN .t.4.1% 
IMF AI0.3劣I MF Al.8% IMF 0.8% I MF .it.7.8尻IMF 2. 3~ IMFい .6%
EC A!0.5% EC .A.11.1% EC 0.2% EC ▲ 6.8% EC・A〇.4%EC 3.2% 
OECO 12. 9% OECD A9.1% OECD 1.0% OECO 4.0% OECD A9.3% DECO A!5.0% 
オランダ UN 14.5舟 UN &8.4% UN 4.5% UN 6.4~ UN A.3.8% UN .ti.11.5% 
IMF 8.9~ IMF▲ 19.2% I MF A0.6% IMF 9.4~ I MF A.14.6~ IMF JJ.17.8~ 
EC 3.41 EC 9.8% EC 5. 7% EC 1.2% EC A3.7l EC 4.9尻
DECO ▲ 4.3 OECD 5. 9% OECD 5.5% OECD 8. 0~ OECO I.Bl OECD 2. 7~ 
ボルトガル UN &4.3~ UN 5.8% UN 5. 7% UN 7.8% UN I. 9l UN 2. 7% 
IMF A3.9l IMF 5.2% IMF 6.5% I MF 14.61 IMF 2.61 IMF 2.6尻
EC~0.2l EC 5.5% EC 3.2% EC 10. 91 EC 1. 9% EC 1.3' 
OECD ▲ 0 .1% OECD A6. 9% DECO 4.8% OECO I. 21 DECO .IA6.U •ECO• 7 .8~ 
イギリス UN A 1.3% UN &8.8% UN I. 7% UN 0.2% UN JJ.13.9% UN .t.13.5% 
I MF A.3.3% I MF .t.7.4汰IMF l. 3% IMFA0.8りIMFA14.0% ! MF Al4.79叫%! 
EC ▲ 3.1% EC A0.8% EC 2.5% EC 1.6% EC &28.8% EC &2. 
OECD 0.4% OECD A7.4% OECD 4.6% OECO A 4. 9% OECO A2.5% OECD &12.9% 
EC域内 UN 0.6% UN ▲ 7 .1% UN 5. 0% UN A4.7% UN A2.1% UN A!3.5l 
IMF▲ 1. 9% I MF 48.6尻IMF 4.0% IMFA5.1% IMF A3.6% I MFA14.ll 
EC Ji.3.7 % EC 0.2% EC 3.2% EC &5.5~ EC ▲ 7 .8% EC 0 .5% 
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いる。
まず容易にわかるように，誤差率はプラスの数値ばかりではなく，マイナス
の数値も数多く検出されている。誤差率が正負ともに10%を大きく超えている
箇所も意外に多い。特にベルギー以外の各国のオランダヘの輸出に関する誤差
率（オランダの列）が，大きな負の数値を示している。しかも 4機関ともに大き
な誤差率である。スペインやアイルランドのオランダヘの輸出に関しては，
マイナス 50%という誤差率を示している機関もある。オランダ以外では，ァ
イルランドのベルギー，デンマーク，ボルトガルヘの輸出，ギリシャのベルギ
ー，スペイン，フランス，イタリアなどへの輸出，デンマークのギリシャヘの
輸出，ベルギーのイタリアやポルトガルヘの輸出なども 4機関とも一様に誤差
が大きい。
しかしよく比較してみると， 4機関の中ではEC統計局の誤差率が最も小さ
くなっている箇所が多く，全体 (121箇所； 11 X 11)の中で半数以上がEC統計
局によって誤差が改善されている。たとえば， ベルギーのデンマーク， ドイ
ッ， フランスヘの輸出や， オランダのデンマークやフランスヘの輸出などで
は，他の 3機関のデータではマイナスの誤差が生じているのに， EC統計局で
はプラスの比較的小さな誤差である。またスペインのデンマークやドイツヘの
輸出，オランダのベルギーやイタリアなどへの輸出などでは，他の 3機関より
も小さな正の誤差となっている。逆に，スペインやフランスのアイルランドへ
の輸出などに見られるように， EC統計局のみ唯一負の誤差率であるケースも
いくつかあるが，全体としては誤差率はEC統計局が最も小さくなっている。
これは表2の誤差分布からも明らかである。 EC統計局の誤差率は他の 3機関
と比べ， 0~10%への集中割合が最も高く， 10%を越える誤差率は12カ所しか
なく，特に3096を越える誤差は皆無である。しかしマイナスの誤差は4機関と
もほぼ同様である。その結果， EC統計局の誤差率の全体の平均はマイナスで
あり，また分散や標準偏差は最も小さくなっている。
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表 2: 4国際機関のMSP誤差分布
I OECD UN IMF 
-60%~-50% 1 1 1 
-50%~-4096 1 1 1 
-4051る～—3051、 2 2 2 
-30%~-20% 4 4 3 
-20%~-109,、 ， 1 16 
-10%~ 096 35 33 33 
09る~10形 37 38 35 
10%~ 2096 15 12 14 
20%~ 309る 3 5 3 
30%~ 40% 2 2 ゜40%~ 50% 1 1 2 
5096~ 6096 ゜ ゜ ゜平 均 0.1形 0.4% -0.6% 
最 大 41.5% 4. 1形 41.9% 
最 小 -51. 9% -51. 9% -51. 75lる
分 散 0.021 0.023 0.021 
標準偏差 0. 144 0.150 0.144 
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EC 
1 
゜3 
4 
13 
34 
43 
10 
2 
゜゜
゜-1. 9形
26.7形
-52.3形
〇.015 
0.123 
ところでこのような誤差の背景にはどのような事情があるのだろうか8)。 第
3~4節で詳しく検討するが， 4機関の相違についてはここで簡単に触れてお
こう。各機関とも，基本的には各国の報告する統計をベースにしている。しか
しまず，結果が最も早く公表される IMFの場合は，もとになるデータの作成
と報告が遅い国については，推計を交えている点が異なっている。過去の数値
を参照しつつ， 2国間の一方の数値（たとえばB国のA国からの輸入額）が得られ
る場合は，およそ10%の国際運賃・保険率を仮定して， もう一方の数値 (A国
のB国への輸出額）を推定している 9)。これに対して， OECDや国連のものは，
基本的には各国の報告を通貨換算等のみを考慮して作成されている。 このた
8) Leeuwen, E. H. (1987)によれば， OECDとEC続計局のこのような乖離が始まる
のは1978年以降とのことである。
9) IMF (1993)のEstimationprocedure (9 ~10ページ）， Limitation in DOTS 
estimates (10~11ペー ジ）参照。
7 
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め，各国間の貿易システムや貿易品目のカバレッジ，貿易相手国の定義等の相
違を含むものとなっている（表4参照）。 OECDと国連の貿易統計は， 誤差の
観点からはほとんど差がないとみてよいだろう。一方， EC統計局の貿易統計
は，他の機関に比べ対象年に約 1年程度の遅れがあるが，これは各国統計にみ
られる相違の調整に時間がかかっているためである。たとえばEC各国はEC
統計局に対して， 数度の誤差修正を磁気テープで提出しているとのことであ
る10)。他の機関に比べ誤差率が若干改善されている背景には，このような調整
があるものと思われる。また他の統計がほとんど各国通貨を米ドルに変換して
貿易額を公表しているのに対して， EC統計局の貿易統計は ECUC欧州通貨単
位）評価で公表している。この点でも違いがある II)0 
EC統計局の貿易統計の誤差率が最も小さいという主張は， Leeuwenによ
ってもなされているが， しかし EC統計局の貿易統計にも， 未だなお MSP
問題は存在していることは確かである。それは時系列的に考察することによっ
ていっそう明らかになる。
表 1は単年度の誤差率をみたものであったが，単年度では大きな誤差率を検
出することは理論上あり得る。それはたとえば輸出と輸入の間にタイムラグが
あるからである。ドイツがイギリスに年末に輸出しても，イギリスではドイツ
から次年度の輸入として通関登録されることもありうるだろう。その際は，輸
出額が輸入額を上回る可能性がないわけではない。また為替レートの変動が各
国で大きく異なる場合も，共通通貨に換算した場合に誤差を生じることもある
だろう。そこで次に， 4機関の統計の中では，域内貿易に関しては比較的に精
度が高いと思われるEC統計局のデータを，時系列的に考察してみよう。
表 3は1986年から 5年間にわたる域内貿易の誤差率とその平均を計算したも
10) Eurostat (1990)の Corrections(33ペー ジ）等参照。
11)とはいえ ECU評価を各国通貨単位に戻し，それを OECDの換算率を用いて米ドル
に変換して誤差率を計算すると， 結果は ECU評価から計算したものと単年度では
ほとんど変わりない。
8 
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のである。これをみると，基本的に次の 3つのパターンが存在していることが
わかる。
(1) 正の誤差率が継続している
(2) 正と負の誤差率が交代している
(3) 負の誤差率が継続している
たとえば，ベルギーのデンマークヘの輸出は(1), ギリシャヘの輸出は(2), そ
してスペインやイギリスヘの輸出は(3)に当たる。ここではECが12カ国になる
1986年以降の数値しか挙げていないが， 80年代から時系列的に調べてゆくと，
誤差が大きくしかも継続している箇所が一層明らかとなる。特に誤差が目立
つのは，オランダの各国からの輸入（あるいは各国のオランダヘの輸出）に関連す
る箇所である。ベルギーのみは例外であるが，その他の国のオランダヘの輸出
は，誤差率がほとんどマイナスであり， しかもイギリスやスペイン，アイルラ
ンドの輸出にみられるように，極めて大きな誤差である。また1981年にECに
加盟したギリシャヘの各国の輸出も，誤差率が一貫してマイナスとなる場合が
多い。アイルランドのベルギーやデンマークヘの輸出も大きなマイナスの誤差
率を示している。その他，イギリスやドイツ，イタリアの各国への輸出も，誤
差率がマイナスとなることが多い。
表 3をみてもわかるように，域内貿易に関しては誤差は単年度でも発生して
いるが，むしろ問題なのはそれが継続的に発生しており，マイナスとなってい
る箇所も多いことである 12)0 
3. 貿易誤差の原因・可能性
第 2節では， EC域内貿易に関する 2国間貿易誤差率 (MSP)の現状がどの
ようになっているかを検討した。本節では，その原因をEC域内の 2国間貿易
にとらわれずに一般的に考察してみよう。まず貿易誤差の原因に関して，一般
12) IMFなど他の機関の統計も，大きな誤差率の継続が見られる点では全く同じである。
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的にいわれている可能性を整理してみると，次のようになる。
1. 不可避的誤差
(1) cif価格と fob価格の差
(2) 通貨換算による誤差
(3) 輸送及び登録のタイムラグ
2. 貿易定義の相違による誤差
(4) 貿易システム (Generaltradeか， Specialtradeか？）
(5) 貿易相手国の定義
(6) 貿易のカバレッジ
3. その他の誤差
不可避的な誤差とは，基本的に貿易額の登録が2国に分かれているために生
じる性格のものであり， 特に(1)は正常な誤差である。輸出は fob価格，輸入
はそれに国際運賃・保険を加えた cif価格が通常用いられるために，貿易額が
合致しないのは当然である。むしろ誤差が(1)だけならば，これを利用して 2国
間全体の国際運賃・保険の推計も可能となる。 (2)の誤差は，輸出入がそれぞれ
の国の通貨でなされている限り生じてくる問題である。 1年間に一方の国の為
替レートは大きく変動したが，その相手国はそれほどでもなかった場合も生じ
るであろうし，年平均の為替レートをどのようにして求めるかにもよるであろ
う。 (3)の輸送に伴うタイムラグは，陸続きの 2国間の貿易に関しては通常あま
り問題にならない。登録手続きの問題だけである。しかし船による輸送で日数
もかかるような場合，今年度輸出したものが，輸入として登録されるのは来年
度となるようなこともありうる 13)0 
このような貿易に伴う不可避的な誤差に対して， {4)~(6)は，各国で定義が統
ーされていないために生じる誤差である。
まず(4)は，その国の貿易が国境の通過で捉えられているか，税関の通過で捉
13) OECD (1985) 2ページにも書かれているように，一般的には貿易が拡大している時
は，輸出の伸ぴの方が大きいために誤差率は低下あるいはマイナスを示す。
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えられているか，という問題である。 Generaltradeは，国境を通過する全て
の財貨を登録するシステムであり， 一方 Specialtradeは， 税関を通過した
財貨のみを登録する。 Specialtradeの場合は，輸入は国内での消費や再加工
を，輸出は付加価値を生むことを前提として考えられている。したがって再輸
出は含まれない。中継貿易などで再加工なしに輸入品を輸出する場合は，付加
価値が発生しないためである。 ところが Generaltradeでは国境を通過する
全ての財貨が対象となるために，再輸出を含む。この点が大きな相違である。
しかし現実には，厳密な区別は不可能であることが多いという報告もなされて
いる 14)。たとえば輸入の段階で最終目的地が不明の場合， その後に国内で消
費や再加工に回らず実際には再輸出されても， Generaltradeだけではなく
Special tradeでも輸入扱いされることがあるとのことである。逆に，たとえ
ば輸出国側では登録されているのに，輸入国では Specialtradeで定義されて
いるため再輸出のための輸入は除かれる場合もあり，誤差の 1つの原因となり
うる。
次に(4)と並んで(5)が重要な問題である。特にECのように中継貿易が盛んな
場合は，どの国を輸出相手国・輸入原産国として認定するかという定義が問題
となる。各国では現在次のような定義が用いられていることが多い。
輸出相手国
1. 最終委託国 (Countryof last consignment; lcon15>) 
…中間取引なしに送られる商品の目的国
2. 消費国 (Countryof consumption; consum) 
…究極の，あるいは最後に判明した目的国
3. 購入者の居住国 (Countryof residence of the buyer; sale) 
輸入原産国
1. 最初の委託国 (Countryof first consignment ; fcon) 
14)たとえば Leeuwen(1987)の8ページ参照。
15)以下では各定義をセミコロン以下のように略すことにする。
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…中間取引なしに商品が送り出された国
2. 生産国 (Countryof origin/production ; prod) 
…商品が生産・加工された国
3. 購入国 (Countryof purchase; pur) 
…販売者の居住国
輸出入ともに 3番目の定義は， 旧社会主義国（特にソ連，ハンガリー）の定義
であり，ここではとりあえず考察から除外する 16)。日本やアメリカ，ョーロッ
パで用いられているのは，輸出入とも 1か2の定義である（次節参照）。 2国間
だけの貿易であれば，輸出入ともに 1~3のどの定義を用いても，同じ相手国
を示すことになり，さほど問題ではない。しかし現実には，商品は多国間を転
々と経由することもあるし， 仲介業者が第 3 国のこともある。特に石油• 石
炭，鉄鉱石などの原料は，さまざまな国を経て最終消費国へ渡って行く。した
がって，貿易相手国の定義の相違は誤差を生み出す可能性がある。
最も標準的なケースは，輸入を生産国で定義し，輸出を消費国で定義する場
合である。また用語としてはさまざまあるが，生産国を Countryof origin, 
消費国を Countryof final destinationと定義している場合も，内容的にはほ
ぽ同様であると考えてよい。国連もこれに沿って輸出国・輸入国を定義するこ
とをガイドラインとして推奨している17)。それはこれにより，たとえ仲介貿易
が存在しても 2国間の直接的な関係が明らかとなるからである。また特定の相
手国からの輸入を制限したり，関税を課す場合などにもこの定義が適している。
特にEC域内のように中継貿易が盛んで， 1つの商品がさまざまな国を通過し
て最終目的地に渡る場合，輸出入を正確に捉えるためにはこの定義が共通に用
いられていることが重要である。しかし実際にはそうなっていない（次節参照）。
内容的に異なるのが，輸出入ともに委託によって定義する場合である。この
定義によれば輸出相手国は，対象となる商品の発送時点での最終委託国という
16) Marer (1978)等を参照されたい。
17)最近でも IMF(1993) 5ページに詳しくその理由が書かれている。
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ことになる。すなわち発送時点で，中間取引なしに委託によって最終的に送ら
れることがわかっている国ということになる。また輸入国も，商品の輸送を最
初に委託した国という定義になる。しかしたとえば輸出の場合は，最終の委託
とはいっても，それが必ずしも商品の最終消費国とは限らない。特に委託の時
点では最終の消費国が未定である場合は， さらに輸出される場合もあるため
に，消費国による定義と輸出相手国も異なってくる可能性がある。
ここで一つのモデルケースを考えてみよう。商品がA国で生産され，中継国
のB国に委託して，最終的にC国に至る場合である。
この場合A国の輸出相手国は， lcon定義によればB国となり， consum定
義によればC国となる。またB国では， Specialtradeであればこの商品は輸
出入に登録されないが， Generaltradeの場合は， A国からの輸入， C国への
輸出として登録される。 もしA国が輸出を lconで定義し， B国が General
tradeならば， B国における輸入原産国の定義はどれであれ，貿易額は合致す
る。しかしこのときもしA国の輸出が consumで定義されているならば， A 
国の輸出相手国はC国になり， A国とB国の貿易には誤差（プラスの誤差率）が
生じることになる。 またC国の輸入原産国も， fconで定義されている場合は
B国， prodで定義されている場合はA国となる。したがってB国が General
trade, C国が prodで定義されているならばB国とC国の間で誤差（マイナス
の誤差率）が生じる。 A国が lcon,C国が prodで定義されている場合も， A
・C国間で誤差（プラスの誤差率）が生じることになる。
A, Cの2国間にたった 1国が存在しているだけで，定義によってはさまざ
まな場合が生じてくる。多国間に渡る場合はなおさらである。誤差の観点から
は，全ての国で， Special tradeか Generaltradeのどちらかに統一され，
輸出を consum,輸入を prodで定義するか， あるいは輸出を lcon,・輸入を
fconで定義するのが望ましいかもしれない。 しかし lconや fconでは輸入
原産国や最終消費国の把握に問題が生じることになるし， Generaltradeでは
貿易額を過大に評価する可能性がある。その意味では国連が推奨しているよう
15 
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に， Specialtradeのシステムのもとで，貿易相手国は consumと prodに
よって統一的に定義されることが望ましいであろう。次節で見るように，現実
にはEC域内貿易の定義も統一されておらず，これが誤差の一因である可能性
が高い。
さらに(6)の貿易のカバレッジにも注意する必要がある。多くの国で， 軍需
品，金，中古船舶，中古航空機，電力，修理品などは貿易統計の対象外とされ
ている。しかし全く一致しているわけではなく，ここにも貿易誤差が生じる可
能性がある（次節参照）。また日本やアメリカなどのように少額の貿易額は計上
しない国もある一方で全てを計上する国もあり，累積すれば誤差が大きくなる
であろう。
その他の誤差要因もある。たとえば， オランダのベルギーからの輸入は，
1970~1984年の間記録されずに，企業への聞き取り調査によって推計されてい
た18)。今日においてもベルギーの輸入額は，ベネルクス 3国の国境から計算さ
れている。この事例のように貿易統計作成上の問題点もあるだろう。また，暫
定的に輸出国を定めて輸出されたものの，航海の途中で輸出先が変更される場
合もある。特に公海上のタンカーに保存され，そこで輸出先が決定される原油
などの場合，貿易誤差率が大きくなることが報告されている。中継貿易なども
同様の誤差をもたらす可能性がある。特定の貿易港のある中継国にとりあえず
輸出され，そこで輸出先が決定されるような場合，原産国の輸出先には中継国
が登録されることが多く，実際の輸入国との間には貿易誤差が生じることにな
る。この場合，原産国と中継国との間にはマイナスの誤差率が生じ，また実際
の輸入国が輸入を prodで定義していれば，原産国と実際の輸入国の間にはプ
ラスの誤差率，そして中継国が Generaltradeであれば， 中継国と実際の輸
18) Leeuwen (!987) 9ベージ参照。ベルギーとルクセンプルクの貿易統計が分離できな
いことも，国際産業連関表の作成等の上からは問題がある。最も早く関税同盟を成立
(1948年）させたベネルクス諸国間の貿易統計に， 実はこのような問題が生じてい
る。
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入国の間にはマイナスの誤差率が生じることになる。貿易相手国の定義との関
連でこの種の誤差も， EC域内貿易を考える上では見逃すことのできないもの
である。
4. EC域内貿易の誤差原因
前節では貿易誤差が生じる一般的な原因・可能性を並列的に考察したが，本
節ではEC域内貿易により即した形で考察してみよう。まずEC諸国の貿易に
関する定義を調べてみよう。一覧表にしたものが表4である。
まず貿易システムに関して， 多くの国では Specialtradeで定義されてい
るが，期せずして1973年にECに加盟した 3国，すなわちイギリス，アイルラ
ンド，デンマークだけは Generaltradeで定義されている。 これは域内貿易
の把握に誤差を持ち込むことになる。一般に， Generaltradeの定義を用いて
いる国から， Specialtradeの定義の国へ輸出がおこなわれる場合，輸出額に
は再輸出が含まれるため，誤差率はマイナスになりやすい。 これは輸入した
国における原産国の定義にも拠る。逆に， Specialtradeの定義の国から，
General tradeの定義の国へ輸出がおこなわれる場合は，誤差率はプラスにな
りやすい。輸出国側の貿易額には再輸出が含まれないが，輸入国側にはそれが
含まれるからである。表4からは， 実際にこの通りになっている箇所もあれ
ば，必ずしもそうはなっていない箇所もある。それは誤差は他の要因にも依存
すること，そしてそもそも再輸出がどの程度の割合を占めているか，逆に 2国
間の直接的な貿易がどの程度であるか等にもよる。それではEC諸国の貿易の
中で， Generaltradeで含まれ Specialtradeでは控除される再輸出は， 一
体どヴぐらいの割合を占めているのだろうか。 EC統計局の産業連関表をもと
に調査した結果が次の表5である19)0 
表5の左側は，再輸出される輸入も含めた輸入全体に占める再輸出の割合を
19) EC統計局が作成している輸入マトリクスは，輸入の再輸出も記載されている。また
競争輸入型産業連関表の輸出欄にも，再輸出が含まれている。
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表4:EC諸国の貿易統計の定義・範囲
? ?
システム・貿易国定義・カバレッジ等
Belgium Special trade (Im) Country of first consignment 
/Luxembourg (Ex) Country of last consignment 
(Coverage) 
Denmark 
輸入額はベルギー・ルクセンブルクの国境ではなく，ベネルクス 3
国の国境で計算される。金鉱石・金屑は輸出入に含められる。 12,500
フラン以下，あるいは重量で1,000kg以下の取引は輸出入に含まれな
い。海産物の公海からの輸出．商業目的以外の軍需品の輸出等は輸出
に含まれない。
General trade (Im) Country of origin 
(Ex) Country of destination 
(Coverage) 
商業目的以外の軍需品は輸出入に含まれない。中古船舶・航空機は
輸出に含まれる。
Germany Special trade (Im) Country of production 
(Ex) Country of consumption 
(Coverage) 
東西ドイツ分断時の東ドイツ及び東ベルリンとの取引は，国内取引
扱いであり，外国貿易統計によってはカバーされない。中古船舶・
航空機地方消費のための無関税港への輸入等は輸入に含まれるが，
軍需品は含まれない。一方外国船舶・航空機用の備蓄や中古船舶は輸
出に含まれるが， ドイツ船籍の漁船から海外で陸揚げされる海産物は
輸出には含まれない。
Greece Special trade (Im) Country of first consignment 
(Ex) Country of last consignment 
(Coverage) 
中古船舶・航空機は輸出入に含まれ，輸出にはさらに外国船のため
の備蓄も含まれる。軍需品．電力は輸出入には含まれない。また輸入
は修理・改善品を， 輸出は公海から直接輸出される海産物を含まな
ぃ。
Spain Special trade (Im) Country of production 
(Ex) Country of last consignment 
(Coverage) 
． 
修理・改善品や電力は輸入に含まれない。外国船や自国船への備蓄
販売は輸出に含むが，自国軍隊への供給，公海からの直接陸揚げされ
た海産物，電力等は輸出に含まれない。
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国
?
システム・貿易国定義・カバレッジ等
France Special trade (Im) Country of production 
(Ex) Country of last consignment 
(Covera~e) 
Special tradeであるが， 原油• 石油製品， 天然ガスは General
tradeである。したがってたとえば石油製品の再輸出を含んでいる。
中古船舶・航空機，統制品は輸出入に含まれるが軍需品，軍需用原料
は除かれる。また，公海から直接輸出される海産物も輸出から除かれ
る。
Ireland General trade (Im) Country of origin 
(Ex) Country of final destination 
(Coverage) 
船舶・航空機のための備蓄，慈善的取引は輸出入に含まれない。
Italy Special trade (Im) Country of origin 
(Ex) Country of final destination 
(Coverage) 
公海から陸揚げされる海産物は輸入に含まれ，外国船・航空機のた
めの備蓄は輸出に含まれる。 10万リラ以下の輸入， 5万リラ以下の輸
出は貿易統計から除外される。また電力，ガス，軍需品は輸出入から
除かれ，公海から輸出される海産物は輸出から除外される。原油•石
油製品だけは Generaltrade扱いである。
Netherland Special trade (Im) Country of first consignment 
(Ex) Country of last consignment 
(Coveraise) 
輸入は金鉱石・中古船舶・中古航空機を含むが，相互防衛援助プロ
グラム下での軍需品輸入は含まない。輸出は中古船舶・中古航空機
ゃ，外国船・航空機のための備蓄を含むが，公海から直接陸揚げされ
る海産物を含まない。
Portugal Special trade (Im) Country of production 
(Ex) Country of last consignment 
(Coverage) 
中古船舶・航空機は輸出入に含まれ，輸出にはさらに外国船のため
の備蓄も含まれる。電力，軍による輸出入品は輸出入には含まれず，
また輸出には公海から寵接輸出される海産物も含まれない。
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システム・貿易国定義・カバレッジ等
General trade (Im) Country of first consignment 
(Ex) Country of last consignment 
(Coverage) 
輸出は再輸出を含む。中古船舶・航空機，特定の核燃料，公海から
の直接輸出海産物，イギリス政府が海外で用いるための製品等は輸出
に含まれない。
General trade (Im) Country of production 
(Ex) Country of last consignment 
・(Coverage)
戦闘用及び商業用艦船，電力は輸入から除かれる。公海から直接陸
揚げされた海産物，電力•水道，海外に駐在する米軍への艦船輸出も
輸出から除かれる。また250$以下の輸出入は分類不明 (SITCgroup 
931)に含められる。
General trade (Im) Country of production 
(Ex) Country of last consignment 
(Coverage) 
再輸出入はすべて SITCgroup 931に含められる。 日米安全保障
条約に基づく日本政府の輸入は除かれる。 100$以下の少額の財貨，
公海から直接陸揚げされる海産物等は輸入から除かれる。 また200$
以下の少額の輸出，・公海から直接海外で陸揚げされる海産物は輸出か
ら除外されるが，中古船舶・航空機は輸出に含まれる。
出所） OECD "Foreign trade by commodities", E. H. Leeuwen (1987)等より筆
者作成。
商品ごとに示している。最初の 3列に記載されているイギリス，デンマーク，
アイルランドでは，これらの再輸出商品は貿易統計に含まれることになる。一
方ドイッ，オランダ，ベルギー等では， Specialtradeであるためにこれらは
含まれない。国によって事情は異なるが，イギリスを除く国々では一定の共通
性も見られる。たとえば，事務・情報処理機器の再輸出割合は10彩を越えると
ころが多く，アイルランドやベルギーでは約30彩にも達する。その他の自動車
も再輸出割合が高く，特にアイルランドでは40彩である。その他，たとえばデ
ンマークでは農林水産業，繊維，衣料品，電気機械，農工機械などで再輸出割
合が高い。またドイツやベルギーでは，その他の製造業製品が高い数値を示し
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ており，特にベルギーでは70彩に近い割合である。一般的にベルギーでは各商
品の再輸出割合は高く，産業全体として14.2彩という数値である。再輸出商品
は国境は越えても， Specialtradeであれば貿易統計には記載されないが，実
際にはこれだけのモノが移動しているということである。
表5の右側は，オランダの域内・域外からの輸入を再輸出地域で分類したも
のである。 EC域内交易構造の一端を示すものとして興味深いデータである。
オランダはたとえば，農林水産物を域内から 31億 1,000万ギルダー輸入してい
るが，そのうち15.2彩は域内へ，また 1.6彩は域外へ再輸出しており，貿易統
計からはその分が除かれている。全体的には域内・域外からの輸入は，域内へ
再輸出される割合の方が高くなっているが，その他の輸送機械，肉製品，乳製
品，紙製品などでは域外の方が高い割合を示している。オランダでは石炭，乳
製品，農林水産業，事務・情報機械などの再輸出割合が高くなっている。
以上， EC諸国の再輸出割合を検討したが，再輸出を含む輸入総額の3~
14%程度は再輸出されており， それが貿易額に含まれるか否かは Specialか
Generalかに依存するにしても， このような状況はさらに，次に検討する貿
易相手国の定義に関連して誤差を生む原因・可能性となりうる。
一番問題が多いと思われる貿易相手国の定義を検討しよう。表4を見てもわ
かるように， EC域内といえども定義が統一されている訳ではない。たとえ
ば，ベネルクス諸国， イギリス， ギリシャなどでは輸出相手国は Icon,輸入
原産国は fconで定義されているが， ドイツ，イタリア，アイルランドなどで
は，輸出相手国はconsum,輸入原産国は prodで定義されている。フランス
やスベイン，ポルトガルはその折衷形態である20)0 
第 3節で検討したように，貿易相手国の定義が混在している場合，それは貿
易システム (Special& General)とも関連して，誤差を生じる可能性がある。た
とえば表3で，ィギリスからベルギーやオランダヘはマイナスの誤差が生じて
20)参考までに表4には日本とアメリカの定義も掲載したが， 日米もEC内のこの折衷形
態に属する。
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いるが，これはイギリスからこれら諸国に送った商品が，結局はドイツヘ再輸
出されるために，イギリスには Iconによる輸出相手国はオランダやベルギー
として登録されるのに対して，これら諸国は Specialtradeであるために登録
されない， したがってこれら諸国ではマイナスの誤差が生じているのかもしれ
ない。一方， ドイツは輸入原産国は prodで定義しているために，イギリスか
らの輸入として登録され，オランダに輸出したはずのイギリスとの間にプラス
の誤差が生じている，とも考えられる。しかし実際の誤差値から，その原因を
特定するのは非常に困難である。さまざまな要因が複合的に作用しているから
である。そこで次に，最低限通貨換算（為替評価）などの価格体系の問題を捨象
し，数量体系での考察が可能なように，輸出入重量（単位： 1トン）の誤差率を
計算し考察してみよう。
表6がEC統計局の貿易統計から計算した重量レベルでの誤差率である。表
3と比較可能なように作成されている。一見しただけで重量レベルでも多くの
誤差が生じていることがわかる。価額レベルの誤差とは異なり，これらの誤差
・は明らかにタイムラグや貿易システム・相手国定義等によって生じており，こ
こでは国際運賃・保険や通貨換算の問題は捨象されている。
特に誤差が大きいのが，デンマークやスペイン，イタリア，イギリスなどの
オランダヘの輸出に関してである。またギリシャヘの輸出に関しても，大きな
誤差が生じている。これらの平均して10彩を越えるような大きな誤差が生じて
いる箇所は，国境を接しておらず，海路か他国を越えて輸送しなくてはならな
い国々の貿易に関してである，という特徴がまず見いだされる。そしてそのほ
とんどが1986年以降絶えず大きなマイナスの誤差を記録しており，したがって
これはタイムラグの問題というよりも，貿易の定義に因るものといった方がい
いだろう 21)。ここで特に想起されるのは，オランダもギリシャも中継貿易が盛
んだということである。各国とも域内外に輸出する際にまずロッテルダムなど
21) OECD (1985)も， 日本とEC諸国のように距離がある場合と異なり， EC域内では
タイムラグはあまり影響していないと指摘している。
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の国際貿易港に輸送することが多い。もしそこで最終目的地が決められたとす
るならば，貿易誤差を生じかねない。前節の最後でも述べたが，原産国ではた
とえばオランダに輸出したとして登録されるが，オランダでは Specialtrade 
で定義されているために，再輸出されるものは輸入として登録されず，結局マ
イナスの誤差が生じる。特に輸出側が Iconで定義している場合や， consum 
で定義していても最終目的地が判明しない場合はそのようなことが起こりう
゜る。これが貿易統計における Entrepottrade 01翡t地貿易）問題である。オラ
ンダやギリシャの他に，アイルランドのベルギーヘの輸出や，イギリスのイタ
リアヘの輸出なども大きな誤差が発生しているが，まさにこの問題が関与して
いるものと思われる。実際，表5で検討したようにEC各国ともに再輸出割合は
高く，それが貿易に関する定義と関連して誤差を生む一つの要因となっている。
また価額レベルでの誤差と異なり重量レベルでは，デンマークやアイルラン
ド，イギリスなどの貿易を Generaltradeで定義している国から EC域内全
体への輸出に関して，マイナスの誤差率が連続していることが見い出される。
輸出を Iconで定義しているスペイン，フランス，ポルトガルに関しても同様
である。すでに説明したように，これもまさに定義によってマイナスとなって
いる可能性が高い。その一方で，オランダやギリシャ，ベルギーなどから各国
への輸出や，さらに域内全体に関しても，さほど大きなマイナスの誤差は連続
的には検出されていない。この点も Entrepottrade問題と符合している。
近隣諸国の場合はどうか。陸続きの国の場合は国境で繋がっているので，原
理的には国際運賃・保険はゼロとなるべきだが，現実にはそうはならない。た
とえばドイツからフランスに輸出する際も，ハンプルグ港から海路輸送するこ
ともありうるからである。しかしその際も，重量ベースの誤差率はゼロとなる
はずだが，表6を見れば多少の誤差が生じていることが分かる。しかしその他
の箇所における誤差に比較すれば， かなり小さくなっていることも確かであ
る。ドイツーフランス間， ドイツーデンマーク間，フランスーイタリア間， ド
イツーオランダーベルギー間， スペインーポルトガル間などでは誤差も小さ
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い。これは貿易相手国の定義が異なっていても， 2国間貿易が大きな割合を占
めているために，輸出相手国や輸入原産国が乖離する割合が僅かであることに
も因るだろう。
それでは重量誤差によって価額誤差はどの程度説明できるだろうか。逆に価
額レベルの誤差は，重量単位の誤差にどの程度依存するだろうか。表3と表6
を比較する限りでは， 特に国境を接しておらず輸送距離のある 2国間の場合
は，重量誤差がマイナスの時は価額誤差もマイナスになる傾向があり，また重
量誤差の変動と価額誤差の変動とが一致するケースも多い。そこでここでは，
両者の相関係数を計算してみよう。
表7が1980~1990年における価額誤差と重量誤差の相関係数をまとめたもの
である。一見して高いプラスの数値を示している箇所が多いことに気づく。た
とえばフランスからベルギーヘの輸出に関しては，両誤差の相関係数が0.97で
あり，価額誤差の大小は数量誤差の大小と大いに関係があることを示している。
特に相関係数が高いのは，各国からベルギー，ギリシャ，オランダなどへの輸
出に関してである。これはたとえばオランダヘの輸出に関して誤差が大きいの
は，そもそも登録される数量（重量）が異なっているからであり， それは貿易
相手国の定義や中継貿易の問題が関与しているからであることを裏付けてい
表7: 価額誤差率と重量誤差率との相関係数
ペルギー ;-·n• ドイツギリシャスペインフランス 7イルラソrイタリアけランダ街いがル イギリス EC域f'!
ペルギ・）L... 0.549 0.708 0.615 0.516 0.7'l:/ 0.613 0.277 0.849 0.831 0.0お
庁ンマーク 0.7'D ‘ -0.042 -0.082 -0.201 0.319 0.'£17 0.609 0.606 -0.435 0.357 ドイツ 0.693 0.605 -... 0.942 -0.852 0.061 0.097 0.182 0.666 0.603 0.262 
ギリシャ 0.801 0.622 0.643 
｀ 
0.970 0.747 0.738 0.593 0.410 0.687 0.657 
スペイン 0.663 -0.946 0.194 0.746 ‘‘ 0.139 0.989 -0.265 -0.654 0.950 0.175 
フっンス 0.971 0.243 0.318 0.311 -0.640 ‘‘ -0.22A 0.428 0.152 0.055 0.215 
7イルランr 0.811 0.289 0.374 0.661 0.201 0.224 ‘ 0.095 0.5如 0.261 0.625 イタリア 0.453 0.121 0.067 0.!flO -0.236 0.4お 0.397 
｀ 
0.562 0.470 0.644 
オフンダ 0.808 0.363 0.671 0.756 0.551 0.486 0.654 0.657 
｀ 
0.574 0.285 
ポルトガル 0.794 0.361 0.889 0.262 o.n4 0.358 o.rn 0.160 0.604 -.. 0.987 
イギリス 〇.398 -0.340 0.610 0.802 0.139 0.202 0.463 0.4蕊 0.776 0.409 
｀ EC域内 0.702 0.417 0.4£1 0.857 0.532 0.361 0.567 0.649 0.458 0.734 0.790 注） 1980-1四位Fの相調係数を求めたものである。ただし、ギリシャについてはECに加盟した1981年から、スペイン、ポルトガルについてはECに加盟した1986年からしかEC統計局の貿易統計に掲輯されておらず、計算もそれに従っている。
0.916 
0.286 
0.850 
0.703 
0.310 
0.621 
0.901 
0.707 
0.493 
0.721 
0.033 
0.782 
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る。 EC域内全体からの輸入に関しては，ギリシャやイギリス，ボルトガル，
ベルギーなどで誤差の相関係数が高くなっている。またEC域内への輸出に関
しては，ベルギー，アイルランド， ドイツ，ボルトガルなどが両誤差の相関係
数が高くなっている。そしてEC域内からEC域内への輸出に関しては0.78と
いう数値であり，全体としても価額誤差は数量誤差に関係していることを示し
ている。
以上， EC域内では価額誤差の背景には重量の誤差があることが多く，それ
はまさに貿易数量の把握がそもそも 2カ国で異なっていること，そしてこの相
違の根本に，再輸出の把握や貿易の定義の不統ーなどがあることを指摘した。
表4からはさらに，貿易のカバレッジも微妙に異なっていることがわかる。た
とえばフランスやイタリアは，厳密には全て Specialtradeというわけではな
く，原油・天然ガスなどは Generaltradeで定義されているし， ベルギーや
イタリアでは一定額以下の取引は貿易統計から除かれている。イギリスのよう
に中古船舶・航空機を輸出に含まない国もある。取引額が多く，全体に占める
割合も大きい場合は，このような不統ーも全体の誤差の原因となっていること
は明らかである。
5. 自動車。情報機器のMSP 
最後に経済全体としてのMSP状況だけではなく，個別商品・財貨の貿易誤
差についても見ておこう。 OECDや Leeuwen等も指摘しているように，個
別商品や各国別になるほど誤差率も高くなる傾向がある22)。逆に，個別の商品
を集計した全体量や，各国ではなく EC全体でみた方が誤差は小さくなる。こ
れはもちろん集計すると，フ゜ラスとマイナスの誤差が相殺し合って，全体とし
ては小さな誤差となるためである23)。そこでここでは，自動車と事務・情報機
22)たとえば Leeuwen(1987)は， men'souterwear (SITC 842)の域内 MSP誤差
率を調べることによって同様の結論を得ている。
23)このモルゲンシュテルン命題については， Morgenstern(1965) 164ページ参照。
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器の誤差率を見てみよう。
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表8は， 1990年の自動車の輸出入に関する誤差率をまとめたものである。
EC統計局の貿易統計だけではなも参考までに OECDの貿易統計から求め
た誤差も列挙している。また輸出入ともに 1トン当たりの価額を求め，それか
ら計算した誤差も列挙している。これは一種の数量調整をおこなったことを意
味し，これによって誤差が改善される場合は，価額による誤差には数量（重量）
による誤差が大きく関与していたと判断することができる。
表を見ると，総額の誤差率を求めた表3の場合とは異なり誤差率が大きく，
100彩を越えるケースすらある。これにはもちろん1990年という 1年だけを対
象にしていることも影響している。また OECDも指摘しているように，少額
の取引の場合は，大きな誤差を生じやすいということも関係しているだろう24)。
実際，アイルランドからボルトガルヘの輸出は，ポルトガル側の輸入重量記載
がないために単位当たりの誤差も計算できないが，取引額はごく僅かであり，
異常な誤差値を生じている。アイルランドからギリシャヘの輸出，ギリシャか
らフランスヘの輸出などについても同様である。いずれも 1トン当たりの単位
誤差でみると改善している。誤差にマイナスが目立つのは，各国のベルギーへ
の輸出と，イギリスから各国への輸出である。いずれも単位当たり誤差に変換
しても，改善はしてもマイナスに留まることが多く，価格評価等の問題も関与
していることを伺わせる結果となっている。一方イタリアの各国への輸出や，
各国のイギリスやドイツヘの輸出に関しては誤差は少なくなっている。
自動車の輸出入誤差を， OECD,EC統計局の価額，単位当たり誤差で比較
してみると，表9のような結果が得られる。誤差平均も分散（様準偏差）も，単
位当たりの誤差に変換すると著しく小さくなっている。しかし OECDの貿易
統計から求めた誤差は，誤差平均が一44彩もあり，またばらつきも大きいこと
24) OECD (1985)は， 食品などの lowvalue/bulk製品は MSP誤差率が大きく，
逆に機械類や飲料などの highervalue/bulkなものは誤差率が小さいと指摘してい
る。またボルトガルの MSP誤差の多くは，貿易量の少なさによると推定している。
29 
?
?
表
8
:
 自
動
車
の
城
?
?
?
誤
差
率
(1
99
0年
）
?
? 溺固
汁撫
「讚
遥齢
惨」
瀕
44~
:ff
i
?
?
?
? ?
?
?
?
?
? ?
?
がわかる。
貿易統計の 2国間誤差問題（良永）
表9: 自動車誤差率分布
I OECD I EC価額 I EC単位
平 均 -44.4% -20.296 -4.4形
分 散 7.77 1. 81 0.21 
標準偏差 2.79 1. 35 0.46 
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次に表10の事務・情報機器の輸出入誤差をみてみよう。誤差率は自動車以上
に異常値を示す箇所が増えている。特にギリシャからの輸入に関して，輸入重
量の記載のない国がいくつかあるために，ベルギーやデンマークなど，ギリシ
ャからの輸出の単位誤差を計算できない国がある。ギリシャのフランスやイギ
リスヘの輸出が大きな単位誤差を示しているのも，輸入重量が異常に過小であ
ることによる。何力所かある異常値のために，表11を見てもわかるように，平
均，分散とも大きく，価額でみるよりもはるかに大きくなっている25)。また，
事務・情報機器も自動車と同様に， OECDよりもEC統計局の貿易統計の方
が誤差の平均とばらつきが小さくなっている。
単位誤差に直すと，フランスからイタリアやギリシャヘの輸出のように誤差
がプラスに転じることもあるが，フランスからドイツヘの輸出のように，誤差
は縮小するが依然マイナス値である箇所もある。また単位誤差に変換すると，
フランスからスペインヘの輸出のように，逆に誤差が拡大するケースもある。
各国のイタリアやボルトガルヘの輸出や，デンマークやイギリスの各国への輸
出は，おおむねフ゜ラスの誤差である。一方，各国のスペインやフランスヘの輸
出や，フランスやイタリアから各国への輸出などに関しては，マイナスの誤差
になるケースが多くなっている。
25)しかしギリシャからの輸出等の 100%を超えるような異常値を除外すれば，全体の単
位誤差平均は1.3%, その分散は0.06となり，極めて良好な数値が得られる。
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表1: 事務・情報機器誤差率分布
I OECD I EC価額 I EC単位
平 均 -19.8% -18.0% -137.1彩
分 散 0. 71 0.63 77.27 
標準偏差 0.84 0.79 8.79 
6. 結びにかえて
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以上本稿では，貿易統計には一般的に付き物とも言える 2国間貿易誤差を，
EC域内貿易に限定して考察を試みた。 EC域内では結束もとれ誤差も少ない
かというと，貿易の定義自体の統一がとれていないこともあり，域外の 2国間
貿易に見られるのとまったく同様な誤差が生じている。このこと自体はすでに
60年代から，さまざまな機関や研究者が指摘してきたことではあるが， 90年に
至るまで何ら変わっていないことが再確認された。
価額による誤差だけではなく，重量による誤差もチェックしたが， EC域内
貿易は，重量レベルでかなりのMSP誤差を生じており，これが価額レベルの
誤差に影響している，そして重量（数量）レベルのMSPの原因となるのは，
価格評価等の問題よりもむしろ貿易システムや貿易相手国の定義などであるこ
とを指摘した。特に表4からも明らかなように，域内諸国にも定義の不統ーが
存在しており，これがたとえば，発送したはずの国の統計には計上されていな
いというマイナスの誤差，あるいは発送した以上の額が輸出相手国に計上され
るというフ゜ラスの誤差を生む一つの原因となっていることは確かである。
EC域内 2国間の誤差を悉く解明することは，さまざまな誤差が絡み合って
いるだけに困難であるが，少なくともMSP誤差が系統的にしかもかなり大き
な率で生じているのは，特にオランダやギリシャヘの輸出に関してであった。
価額レベルだけではなく， 重量（数量）レベルでみてもマイナスの大きな誤差
が発生している。これには中継貿易 (Entrepottrade)の問題と，輸出相手国の
定義（特に Lastconsignmentによる定義）や貿易システム (Specialtrade)が，
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関連し合って影響しているであろうことを指摘した。
最近オランダやドイツなどでMSPを改めて問題にすることが多くなってい
る背景には，もちろん市場統合といった現実の動きや，それを分析するための
基礎データとしての貿易統計の重要性などがある。たとえば Oosterhavenグ
ループ（グロニンゲン大）がそれを採り上げているのは， EC諸国間の相互依存
関係の深化を分析するためのEC国際産業連関表との関連においてである26)0 
国際産業連関表を作成するためには，厳密には国際運賃・保険等を輸入品から
はぎ取る必要があるからである。しかし同グループや国際産業連関表を作成し
ている日本の通産省も指摘し，また本稿の分析からも明らかなように，輸出国
と輸入国の貿易統計から国際運賃・ 保険を求めるには，現状ではその他の誤差
が大きすぎるために不可能に近いと言ってよいだろう 27)0 
7. 付論
本稿ではEC域内のMSPを問題にしつつ，貿易統計に関する国際機関の違
いも念頭において考察した。本稿での誤差率は，いずれも輸出国側と輸入国側
の申告の相違に基づいているが，たとえば輸入国側だけの数値を利用するなら
ば，国際機関間の相違はないといえるだろうか。特にMSPの誤差率に関して
は， OECDよりもECの統計局の貿易統計の方が小さく， 正確性・信頼性が
高いと評価できるが， OECDとEC統計局のどちらを用いるかによって，一
般的な分析にも影響が出るのであろうか。付論としてそれをチェックしてみよ
う。
表12と表13は，それぞれ第5節でMSPを考察した自動車及び事務・情報機
26) Boomsma, Linden & Oosterhaven (1991, 1992)参照。
27) Yeats (1978)はアメリカの貿易統計の誤差を， 国際運賃・保険とその他の誤差に分
割して考察しているが，後者がいかに大きいかをみても明らかである。なお通産省も
この Yeatsの方法を踏襲し， FAS (free alongsode ship)価格評価の貿易額がわ
かるアメリカの貿易統計から，国際運賃・保険率を推計して国際産業連関表の作成に
用いている。
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器の域内輸入構成比を一覧表にしたものである。すなわちそれぞれの国のEC
域内全体からの輸入総額に占める各国からの輸入割合を示したものである。単
純な分析ではあるが，市場統合の進展等を考察する上で最もよくおこなわれて
きた分析の一つである。しかも，従来 OECDの貿易統計による分析の方が頻
繁におこなわれてきた。
表12の自動車に関しては， 全体的には OECDもEC統計局もさほど大き
な相違は無いといってよい。しかしドイツ，イギリス，フランスからの輸入に
関しては，いくつかの国で構成比に差が生じている。たとえばベルギーの域内
からの輸入は，ドイツからが最も多くなっているが， EC統計局の方が OECD
よりも約10%も高い数値である。イギリスからの輸入も同様である。その分，
他の国，特にフランスからの輸入の占める割合が小さくなっている。フランス
やアイルランドのドイツからの輸入は，逆にEC統計局の方が構成比が小さく
なっている。アイルランドのイギリスからの輸入も，両統計の構成比には大き
な開きがある。
表13の事務・情報機器に関しては， 10%を越えるような誤差はないものの，
誤差が生じている箇所は非常に多くなっている。たとえばアイルランドのドイ
ツからの輸入は， OECDではアイルランドの域内からの輸入総額の21.4彩を
占めるが， EC統計局によれば12.2彩と小さな割合となる。またスペインの域
内からの輸入については， OECDによれば21.5%でドイツからの輸入割合が
最も大きくなるが， EC統計局では24.4%でイギリスが最も大きくなる。全体
としては， 各国の域内輸入に占めるドイツ及びイギリスからの輸入割合が，
OECDとEC統計局で異なることが多い。
以上2つの財貨について， EC統計局と OECDの構成比の相違をチェック
してみたが，財貨によってはさらに大きな相違があるかも知れない。一般的に
は， EC統計局のMSP誤差率が最も小さい点を考慮に入れれば， EC域内の
貿易構造を検討するにはEC統計局の統計を使う方が望ましいとも言えるが，
国際機関の統計にも差異があることを知っておくことは重要であろう。
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